












































































































































































































されていない（データ期間は 1991年 1月から 2007
年 7月まで）。





































































































































































































との相関を求めてみると、4 系列一致 CI とは












































図２　4系列一致 CI、内閣府一致 CI、実質 GDP
図３　一致 CI（内閣府）と日経 BI
11 系列からなる一致 CI と比べてみると、相関は 0.9479 で、図２に見るように、とくに最近よく追
跡しており、少ない系列で作成できると速報性の観点から有利である。景気の量感を表している実
質 GDP との相関を求めてみると、4 系列一致 CI とは 0.6689、内閣府の 11 系列一致 CI とは 0.6598
と、若干であるが、4 系列 CI のほうが実質 GDP との相関が高い。なお、一致 CI データは月次で得
られているが、実質 GDP が四半期で公表されているので、一致 CI の月次を積み上げ四半期データ
に変換し、図２では、すべて 2005 年第 1 四半期を 100 と基準化している。 
   
 
図２ 4 系列 CI 府一致 CI、実質 GDP 
 
実際に 4 系列で作成し公表している指標に、日経景気インデックス（日経 BI）がある。この指数
は生産、需要、所得、雇用の側面から作られている。すなわち、その系列は、鉱工業生産指数、商
業販売額、全産業所定外労働時間、有効求人倍率であり、図３にあるように、内閣府の CI とよく
似た動きをとっている。さらに、内閣府 CI よりも日経 BI は１週間ほど早く公表され、速報性の点
から優れている。また作成方法はストック・ワトソン法で、時系列分析の手法であるカルマン・フ
ィルターを使って推計している。 

















































図３ 一致 CI（内閣府）と日経 BI 
 
（４）一致 CI と GDP 
ところで、なぜ一致 CI の評価に GDP を使ったのであろうか。それは、一致 CI と GDP とは理論的
にも数量的にも安定的な関係にあるからである。理論的には、GDP とは三面等価すなわち支出（需
要）=生産(供給) 分配(所得)が成立しており、経済の量感を精密に表している。数量的に安定的で
あるかどうか、1994 年第 1 四半期から 2012 年第 1 四半期までのデータを使って、一致 CI と実質
GDP の共和分関係を検定してみると、一致 CI と実質 GDP は長期的に安定的な関係にあることが確認
された。したがって、一致 CI と実質 GDP は長期的に安定的な関係にあることがわかった。また、
一致 CIと実質 GDPの因果関係を検定してみると、一致 CIが GDPに先行していることが確認された。
このことから、一致 CI によって GDP を求めることが可能であり、具体的には、都道府県別の一致
CI（月次）が得られた場合、この値から都道府県別の月次の実質 GDP が推測できる。現在、都道府
県別の GDP は年度のみが公表されているが、このことにより、月次、四半期の GDP が推測可能にな
る。 
ここで参考として、関西の一致 CI と関西の実質 GDP の推移をみておこう。ただし、地域の GDP
は年ベースでのみ公表されているので、非常に少ないデータ数である。図４は、関西の一致 CI（近
畿地区景気動向指数）と関西実質 GDP（近畿ブロックの県内総生産、GDP ではなく GRP と表現する
場合がある、R は Regional である）の推移であり、一致 CI は月次で得られるデータであるので、
積み上げて年に変換した。また、一致 CI も実質 GDP も 2005 年を 100 に基準化した。図４に見られ
るように、全般的にはよく似た動きをとっているが、一致 CI は実質 GDP に比べ変化の幅は大きく、
景気の変動を表していると思われる。 


























































図４　関西一致 CI（KinkiCI）と関西実質 GDP（GDP）：2005 年 =100
 
図４ 関西一致 CI（KinkiCI）と関西実質 GDP（GDP）：2005 年=100 
 








ましい。一致 CI を 4 系列で作成するほうが、需要、生産、所得、雇用という理論的背景がしっか
りしており、また少ない系列数であるので速報性の面からも望ましいと考えられる。 
関西の景気指標として必ず入れなければならない系列は以下のものが考えられる。 
鉱工業生産指数、 実質百貨店売り場面積当たり販売額 輸出通関額、 
全産業所定外労働時間数、 有効求人倍率 
の 5 系列と 4 系列より 1 系列多いが、大阪港、神戸港をもつ関西としては需要として百貨店の販売
額以外に輸出は外せないであろう（輸出の実質化も必要になる）。鉱工業生産指数、有効求人倍率
は翌月末あたり、百貨店売り上げは翌月 18 日前後、実質化するための消費者物価指数は翌月末あ
たり、輸出通関額（大阪税関）は翌月 18 日当たりに発表されるので、新たに作成できる一致 CI は、
例えば 10 月の景気指 は 11 月 末か遅くとも 12 月最初に計算できる。内閣府の 10 月の景気動向
指数の速報値は 12 月 7 日前後で、確報値は 22、23 日であるので、内閣府の発表より早く発表でき
る。大阪府の月次 GDP、関西の月次 GDP を作るためにも、都道府県、関西の速報性、信頼性の高い
一致 CI の作成が望まれる。 
 
